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平成 19 年３月期  個別中間財務諸表の概要 

平成 18 年 11 月 20 日 

上場会社名 株式会社ユナイテッドアローズ 上場取引所 東 
コード番号 ７６０６ 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.united-arrows.co.jp）   
代表者 役職名 代表取締役社長   氏名 岩城 哲哉   
問合せ先責任者 役職名 財務経理部部長   氏名 佐島 裕子 ＴＥＬ（０３）５７８５－６３２５ 
決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 20 日 中間配当制度の有無 有 
中間配当支払開始日 平成 18 年 12 月 15 日 単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

１．18 年９月中間期の業績（平成 18 年４月 1日～平成 18 年９月 30 日） 
(1)経営成績 (百万円未満切捨)  
 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
18 年９月中間期 25,689 ( 8.7) 2,640 (△9.4) 2,640 (△9.7) 
17 年９月中間期 23,641 (15.4) 2,913 ( 40.6) 2,922 ( 40.0) 
18 年３月期 52,610  7,487  7,442  
 
 

中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益 
潜在株式調整後１株当たり
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 
18 年９月中間期 1,270 (△15.0)  30 75  30 43 
17 年９月中間期 1,494 ( 26.0)  67 77  66 89 

18 年３月期 4,032  181 93 179 37 
(注)① 持分法投資損益 18年９月中間期 ―百万円 17年９月中間期 ―百万円 18年３月期 ―百万円 
② 期中平均株式数 18年９月中間期 41,301,932株 17年９月中間期 22,046,814株 18年３月期 21,720,084株 
③ 会計処理の方法の変更  有 
④ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
⑤ 平成18年４月１日付をもって普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いました。 

(2)配当状況 
 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 

 円 銭 円 銭 
18 年９月中間期 3 00 ――― 
17 年９月中間期 5 00 ――― 
18 年３月期 ――― 20 00 

(3)財政状態 
 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円  百万円  ％ 円 銭 
18 年９月中間期 36,981  15,473  41.8   374 21 
17 年９月中間期 30,353  20,074  66.1   908 67 
18 年３月期 34,649  14,520  41.9   700 48 
(注)① 期末発行済株式数 18年９月中間期 41,350,683株 17年９月中間期 22,092,180株 18年３月期 20,614,546株 
② 期末自己株式数 18年９月中間期 6,349,317株 17年９月中間期 1,757,820株 18年３月期 3,235,454株 
③ 平成18年４月１日付をもって普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いました。 

２．19 年３月期の業績予想（平成 18 年４月 1日～平成 19 年３月 31 日） 
１株当たり年間配当金  

売上高 経常利益 当期純利益 
期 末  

通 期 58,676 百万円 7,776 百万円 4,279 百万円  7 円 00 銭 10 円 00 銭 
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)101 円 99 銭 

※１株当たり予想当期純利益は、ストックオプション権利行使後の発行済株式数を考慮に入れて算出しております。 

※上記の予想は、現時点において入手可能な情報に基づき判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。実際の業績は、今後様々 な要因 
  によって、予想値と異なる場合がありますことを予めご承知おきください。なお、上記予想の前提条件等については、添付資料をご参照ください。 
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中間財務諸表等 

中間財務諸表 

①中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  4,465   3,731   7,084   

２ 売掛金  87   75   60   

３ たな卸資産  11,879   13,745   10,694   

４ 未収入金  3,338   4,010   3,430   

５ その他  737   737   886   

流動資産合計   20,507 67.6  22,300 60.3  22,157 63.9 

Ⅱ 固定資産           

１  有形固定資産 ※１          

(1) 建物  3,703   4,050   3,742   

(2) 土地  1,082   1,082   1,082   

(3) その他  543   713   530   

有形固定資産合計  5,329  17.5 5,846  15.8 5,355  15.5 

２  無形固定資産  477  1.6 1,710  4.6 588  1.7 

３  投資その他の資産           

(1) 関係会社株式  ―   2,100   2,100   

(2) 長期差入保証金  3,471   4,465   3,913   

(3) その他  632   558   534   

(4) 貸倒引当金  △64   ―   ―   

投資その他の資産 

合計 
 4,039  13.3 7,124  19.3 6,548  18.9 

固定資産合計   9,846 32.4  14,680 39.7  12,492 36.1 

資産合計   30,353 100.0  36,981 100.0  34,649 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  5,857   7,597   5,117   

２ 短期借入金  ―   ―   2,010   

３ 1年以内返済予定 

  の長期借入金 
 672   3,800   3,180   

４ 未払金  1,670   2,733   1,922   

５ 未払法人税等  1,036   938   1,743   

６ 賞与引当金  440   579   470   

７ その他  163   216   507   

流動負債合計   9,841 32.4  15,865 42.9  14,951 43.2 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金  180   5,426   4,959   

２ 役員退職慰労引当金  136   141   143   

３ 長期預り保証金  120   74   74   

固定負債合計   437 1.5  5,642 15.3  5,177 14.9 

負債合計   10,278 33.9  21,507 58.2  20,128 58.1 
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   3,030 10.0  ― ―  3,030 8.7 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  4,095   ―   4,095   

資本剰余金合計   4,095 13.5  ― ―  4,095 11.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  31   ―   31   

２ 中間(当期)未処分 

  利益 
 15,370   ―   17,701   

利益剰余金合計   15,401 50.7  ― ―  17,732 51.2 

Ⅳ 自己株式   △2,453 △8.1  ― ―  △10,337 △29.8 

資本合計   20,074 66.1  ― ―  14,520 41.9 

負債・資本合計   30,353 100.0  ― ―  34,649 100.0 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金      3,030     

２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金     4,095      

   資本剰余金合計      4,095     

３ 利益剰余金           

(1) 利益準備金     31      

(2) その他利益 

剰余金 
          

    繰越利益剰余金     18,461      

    利益剰余金合計      18,492     

４ 自己株式      △10,143     

    株主資本合計      15,475 41.8    

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ 繰延ヘッジ損益      △1     

    評価・換算差額 

    等合計 
     △1 △0.0    

    純資産合計      15,473 41.8    

    負債純資産合計      36,981 100.0    
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②中間損益計算書 

 

  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高   23,641 100.0  25,689 100.0  52,610 100.0 

Ⅱ 売上原価   10,900 46.1  11,490 44.7  24,311 46.2 

売上総利益   12,740 53.9  14,198 55.3  28,298 53.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   9,827 41.6  11,557 45.0  20,811 39.6 

営業利益   2,913 12.3  2,640 10.3  7,487 14.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１  102 0.4  91 0.4  198 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２  92 0.3  92 0.4  243 0.5 

経常利益   2,922 12.4  2,640 10.3  7,442 14.1 

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ―  4 0.0  2 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４  373 1.6  455 1.8  573 1.1 

税引前中間(当期) 

純利益 
  2,549 10.8  2,189 8.5  6,870 13.0 

法人税、住民税 

及び事業税 
 985   885   2,913   

法人税等調整額  70 1,055 4.5 34 919 3.6 △75 2,838 5.4 

中間(当期)純利益   1,494 6.3  1,270 4.9  4,032 7.6 

前期繰越利益   13,891   ―   13,891  

自己株式処分差損   14   ―   111  

中間配当額   ―   ―   110  

中間(当期)未処分 

利益 
  15,370   ―   17,701  
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③中間株主資本等変動計算書 

 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 
項目 

資本金 
資本準備金 利益準備金 

その他利益 

剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

平成18年３月31日残高(百万円)      3,030      4,095       31     17,701    △10,337     14,520

中間会計期間中の変動額 

  剰余金の配当      △309      △309

  利益処分による役員賞与      △80      △80

  中間純利益 1,270 1,270

  自己株式の取得 △0 △0

  自己株式の処分 △119 194 74

  株主資本以外の項目の中間 

  会計期間中の変動額(純額) 

 中間会計期間中の変動額合計 

 (百万円) 
760 193 954

 平成18年９月30日残高(百万円)      3,030      4,095       31     18,461    △10,143     15,475

 
評価・換算 

差額等 項目 

繰延ﾍｯｼﾞ損益 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(百万円)      ―     14,520

中間会計期間中の変動額 

  剰余金の配当      △309

  利益処分による役員賞与      △80

  中間純利益 1,270

  自己株式の取得 △0

  自己株式の処分 74

  株主資本以外の項目の中間 

  会計期間中の変動額(純額) 
△1 △1

 中間会計期間中の変動額合計 

 (百万円) 
△1 953

 平成18年９月30日残高(百万円)      △1     15,473
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④中間キャッシュ・フロー計算書 

   前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、前事業年度及び当中間会計期間に係るキャ

ッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 
 

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純利益  2,549 

減価償却費  269 

無形固定資産償却額  57 

長期前払費用償却額  32 

賞与引当金の減少額  △28 

役員退職慰労引当金の 
増加額 

 6 

受取利息及び受取配当金  △0 

支払利息  2 

有形固定資産除却損  137 

長期前払費用除却損  23 

売上債権の増加額  △222 

たな卸資産の増加額  △1,662 

その他流動資産の増加額  △133 

仕入債務の増加額  2,446 

その他流動負債の減少額  △236 

役員賞与の支払額  △69 

小計  3,171 

  利息及び配当金の受取額  0 

  利息の支払額  △2 

  法人税等の支払額  △1,367 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,801 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

関係会社に対する貸付金の
回収による収入 

 75 

  有形固定資産の取得による 
支出 

 △465 

  無形固定資産の取得による
支出 

 △61 

  長期前払費用の取得による
支出 

 △137 

  長期差入保証金の増加額  △84 

  その他投資の減少額  0 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △673 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

長期借入金の返済による支
出 

 △328 

自己株式の取得による支出  △0 

自己株式の払出による収入  79 

配当金の支払額  △241 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △489 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  637 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 3,827 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 4,465 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

(1)有価証券 

関連会社株式 

  移動平均法による原価 

  法 

  

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価 

  法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原

価法 

 (2)たな卸資産 

①商品 

 総平均法による原価法 

②貯蔵品 

 最終仕入原価法による

原価法 

(2)たな卸資産 

①商品 

同左 

②貯蔵品 

同左 

(2)たな卸資産 

①商品 

同左 

②貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

(1)有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。 

 ただし、建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物   ５～39年 

構築物  ７～20年 

器具備品 ２～20年 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しており

ます。 

 ただし、建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物   ３～39年 

構築物  ７～20年 

器具備品 ２～20年 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しており

ます。 

ただし、建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物   ３～39年 

構築物  ７～20年 

器具備品 ２～20年 

 (2)無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。 

 自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)

による定額法を採用して

おります。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

 (3)長期前払費用 

 定額法を採用しており

ます。 

(3)長期前払費用 

同左 

(3)長期前払費用 

同左 

 



ファイル名 

10 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基

準 

 

(1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充

てるため、支給対象期間

に対応した支給見積相当

額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

      ――― ――― (3)債務保証損失引当金 

関係会社への債務保証

に係る損失に備えるた

め、当該関係会社の財政

状態等を勘案し、損失負

担見積額を計上しており

ます。 

 (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に充てるため、当社内

規に基づく中間期末要支

給見積額を計上しており

ます。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支

出に充てるため、当社内

規に基づく期末要支給見

積額を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処

理方法 

 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方

法 

(1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっ

ております。また、振当

処理の要件を満たしてい

る為替予約については、

振当処理によっておりま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

     同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

     同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 通常の営業過程で生じ

る輸入取引の為替リスク

を軽減させるために、通

貨関連のデリバティブ取

引を行っております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3)ヘッジ方針 

 基本的に実需の範囲内

において、為替変動のリ

スクのある債権債務のリ

スクヘッジを目的とする

場合のみデリバティブ取

引を行っており、投機目

的のためのデリバティブ

取引は行わない方針であ

ります。 

(3)ヘッジ方針 

     同左 

(3)ヘッジ方針 

     同左 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手

段が同一通貨であること

から、為替相場の変動に

よるキャッシュ・フロー

の変動を完全に相殺する

ものと想定されるため、

有効性の評価は省略して

おります。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

     同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

     同左 

６  中 間キャッシ

ュ・フロー計算書

における資金の範

囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

――      ―― 

７ その他中間財務

諸表(財務諸表)作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しい

ため、流動負債の「その

他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

     同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 

    

 



ファイル名 

12 

 

会計処理の変更  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

       ――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当期より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

  当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しており

ます。 

  これによる損益に与える影響は

ありません。 

  従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は15,475百万円であり

ます。 

  なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間財務諸表は、改正後の中間

財務諸表等規則により作成してお

ります。 

 

――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 

2,107百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 

2,422百万円 

なお、減価償却累計額に

は、減損損失累計額が含まれ

ております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 

2,364百万円 

２ 偶発債務 

  債務保証 

   次の関係会社につい

て、金融機関からの借

入に対し債務保証を行

っております。 

保証先 
金額 
(百万円) 

内容 

㈱ｺﾝﾌﾟﾘｽ 130 
借入 
債務 

 

２ 偶発債務 

  債務保証 

   次の関係会社について、

金融機関からの借入に対

し債務保証を行っており

ます。 

保証先 
金額 
(百万円) 

内容 

㈱ﾌｨｰｺﾞ 15 社債 

 

２ 偶発債務 

  債務保証 

   次の関係会社について、債務保証を行

っております。 

保証先 
金額 

(百万円) 
内容 

㈱ｺﾝﾌﾟﾘｽ     130 借入債務 

㈱ﾌｨｰｺﾞ      28 
借入債務 

及び社債 

計     158 ― 

債務保証損失 

引当金 
    130  

差引      28  
 

 

(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円

商品貸出収入 6百万円

賃貸収入 60百万円
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円

商品貸出収入 5百万円

賃貸収入 56百万円
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0百万円

商品貸出収入 14百万円

賃貸収入 117百万円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 2百万円

賃貸費用 55百万円

為替差損 8百万円

寄付金 22百万円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 39百万円

賃貸費用 51百万円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 20百万円

賃貸費用 112百万円

為替差損 21百万円

寄付金 64百万円
 

――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益 

器具備品 4百万円
 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 2百万円
 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 

 建物 124百万円

 器具備品 13百万円

 長期前払費用 23百万円

 撤去費用 55百万円

計 216百万円

 

 前期損益修正損    156百万円 

 （主なものは、アルバイトに対す

る過年度給与の支出額でありま

す。） 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 

 建物 173百万円

 器具備品 14百万円

 長期前払費用 34百万円

 撤去費用 100百万円

計 322百万円

  

減損損失       123百万円 

  

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 

 建物 146百万円

器具備品 14百万円

 長期前払費用 26百万円

 撤去費用 65百万円

    計 254百万円

 

前期損益修正損    156百万円 

 （主なものは、アルバイトに対す

る過年度給与の支出額でありま

す。） 
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前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― ５ 減損損失 

   当中間会計期間において、当社
は以下の資産グループについて減
損損失を計上しております。 

 

用途 種類 場所 

営業店舗 
６店舗 

建物 
その他 

東京都他 

   当社は、キャッシュ・フローを
生み出す最小単位として主として
店舗を基本単位としてグルーピン
グしております。営業活動から生
ずる損益が継続してマイナスであ
る資産グループ及び市場価額が著
しく下落している資産グループの
帳簿価額を回収可能額まで減額
し、当該減少額を減損損失（123
百万円）として特別損失に計上い
たしました。その内訳は建物75百
万円、その他48百万円でありま
す。 

   なお、回収可能額の算定につい
ては使用価値により測定してお
り、将来キャッシュ・フローに基
づく評価額がマイナスであるた
め、回収可能価額は零と算定して
おります。 

 

――― 

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 269百万円

無形固定資産 57百万円
 

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 290百万円

無形固定資産 60百万円
 

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 562百万円

無形固定資産 114百万円
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、「キャッシュ・フロー計算書関係」の注記

については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 4,465百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

―百万円

現金及び現金同等物 4,465百万円

 
 

(中間株主資本等変動計算書関係) 
 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 3,235,454 3,235,763  121,900 6,349,317  

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加3,235,763株は、平成18年４月１日付けで、普通株式１株
につき２株の割合をもって株式分割をしたことによる増加3,235,454株及び単元未満株式の買
取りによる増加309株によるものであります。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の減少121,900株は、新株予約権の行使による減少によるもので
あります。 
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(リース取引関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額および中間

期末残高相当額 
 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

器具備品 260 162 97 

合計 260 162 97 

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額および中間

期末残高相当額 
 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

器具備品 204 107 96 

合計 204 107 96 

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額および期末

残高相当額 
 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 268 145 123 

合計 268 145 123 

 
 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 64百万円

１年超 34百万円

合計 98百万円
 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 51百万円

１年超 46百万円

合計 98百万円
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 61百万円

１年超 62百万円

合計 123百万円
 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額および減

損損失 

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 45百万円

支払利息相当額 0百万円
 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額および減

損損失 

支払リース料 37百万円

減価償却費相当額 36百万円

支払利息相当額 0百万円
 

 (3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額および減

損損失 

支払リース料 88百万円

減価償却費相当額 85百万円

支払利息相当額 1百万円
 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお
ります。 

 (5) 利息相当額の算定方法 
同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 
同左 

（減損損失について） 
リース資産に配分された減損損
失はありません。 

（減損損失について） 
同左 

（減損損失について） 
同左 
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(有価証券関係) 

当中間会計期間については、前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、「有価証券関
係」(子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除く)の注記については、連結財務諸表にお
ける注記事項として記載しております。 

 

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

内容 中間貸借対照表計上額（百万円） 

関連会社株式 ５ 

     合計 ５ 

 

(デリバティブ取引関係) 

当中間会計期間については、前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、「デリバティ
ブ取引関係」の注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

 

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

  当社のデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、「デリバティブ取引の

契約額等、時価及び評価損益の状況」の記載を省略しております。 

 

(持分法損益等) 

当中間会計期間については、前事業年度末より連結財務諸表を作成しているため、記載を省略し
ております。 

 

前中間会計期間 (自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略して

おります。 
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(１株当たり情報) 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 908.67円 １株当たり純資産額 374.21円 １株当たり純資産額 700.48円 

      

１株当たり中間純利益 67.77円 １株当たり中間純利益 30.75円 １株当たり当期純利益 181.93円 

    

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 

66.89円 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 

30.43円 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

179.37円 

 当社は、平成18年４月１日付をも

って普通株式１株につき２株の株式

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報は以下のと

おりとなります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

350.24円 

１株当たり当期純利益 

90.96円 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 

89.68円 

 

（追加情報） 

 「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成18年１月

31日付で改正されたことに伴い、当

中間会計期間から繰延ヘッジ損益

（税効果調整後）の金額を普通株式

に係る中間期末の純資産額に含めて

おります。 

 なお、前事業年度において採用し

ていた方法により算定した当中間会

計期間末の１株当たり純資産額は

374.24円であります。 
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（注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利
益 

   

中間（当期）純利益（百万
円） 

1,494 1,270 4,032 

普通株主に帰属しない金額
（百万円） 

― ― 80 

（うち利益処分による役員賞
与金） 

― ― (80)

普通株式に係る中間（当期）
純利益（百万円） 

1,494 1,270 3,951 

期中平均株式数（株） 22,046,814 41,301,932 21,720,084 

    

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益 

   

中間（当期）純利益調整額
（百万円） 

― ― ― 

普通株式増加数（株） 291,118 446,340 309,636 

（うち新株予約権） (291,118) (446,340) (309,636)
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１． 平成17年７月28日開催の取締

役会の決議に基づき、平成17年11

月２日に株式会社フィーゴの株式

を100％取得し、子会社化いたし

ました。概要は次のとおりであり

ます。 

（１）子会社となった会社の概要 

1）商号   株式会社フィーゴ 

2）所在地  東京都港区南青山６

丁目11番９号 

3）代表者の氏名 

代表取締役社長 

 千田 望 

4）設立年月日 

昭和62年４月 

5）事業の内容 

イタリア製、鞄等の

輸入、卸売および販

売 

6）資本の額 40,000千円 

7）取得日  平成17年11月２日 

8）取得先および株式数 

佐藤 陽一 800株 

9）取得金額 2,100百万円 

10）異動の前後における所有株式の

状況 

      株 数  割 合 

  異動前  ―株   ―％ 

    異動後 800株    100％ 

（２）取得の目的 

フィーゴ社が商標権を保有する

イタリア製の鞄ブランド「Ｆｅ

ｌｉｓｉ(フェリージ)」を獲得

することによる更なるブランド

価値の向上 

（３）資金調達の方法 

当該株式取得にかかる所要資金

2,100百万円は全額自己資金を

充当する予定であります。 

   

――― 平成18年１月27日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しております。 

（１）平成18年４月１日付をもって普

通株式１株につき２株に分割い

たしました。 

① 分割により増加する株式数 

普通株式 23,850,000株 

② 分割方法 

平成18年３月31日最終の株主

名簿および実質株主名簿に記載

または記録された株主の所有株

式数を、１株につき２株の割合

をもって分割いたしました。 

 

（２）配当起算日 平成18年４月１日 

当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前期にお

ける１株当たり情報及び当期首

に行われたと仮定した場合の当

期における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりとなりま

す。 

第16期 第17期 

１株当たり 

純資産額 

   425.50円 

１株当たり 

当期純利益 

   77.45円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期 

純利益 

    76.66円 

１株当たり 

純資産額 

  350.24円 

１株当たり 

当期純利益 

   90.96円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期 

純利益 

   89.68円 
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前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２．平成17年12月６日開催の取締役

会において、企業環境の変化等に

対応した機動的な資本政策の遂行

と資本効率の向上を図るため、商

法第211条ノ３第１項第２号及び

当社定款の規定に基づき、自己株

式（普通株式）の取得およびその

具体的な取得方法として自己株式

の公開買付けを行うことを決議い

たしました。 

  その概要は次のとおりです。 

(1)買付けの期間 

平成17年12月７日から

平成17年12月27日まで 

(2)買付け価格 

１株につき5,208円 

(3)買付け予定の株式数 

1,560,000株 

(4)買付けに要する資金 

8,152百万円 

なお、平成17年12月27日に公開

買付けが終了し、その結果、普

通株式1,550,600株（取得価額

8,075百万円）を買付けておりま

す。 

 

――― ――― 

 

 



（参考資料）平成19年３月期中間期の個別売上概況について

前中間会計期間：（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）
当中間会計期間：（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

 ① 全社売上高の状況 （単位：百万円、％）

 ② 業態別の売上状況 （単位：百万円、％）

※１．S.B.U.＝Small Business Unit

※２．各ビジネスユニット（業態）に含まれる売上高は、小売、卸売、通販、フォーマルレンタル等であり、

　 　　「その他」に含まれる売上高は、アウトレット、催事販売であります。

※３．前期までS.B.U.およびUAラボであった「チェンジズ ユナイテッドアローズ」事業は、

　　　当期からUAレーベルイメージストアに位置付けが変更となり、その売上もUA業態に含みます。     

 なお、前中間期間の売上高につきましては、それぞれ遡及算出しております。

 ③ 品目別の売上状況（ビジネスユニット計） （単位：百万円、％）

※ シルバー＆レザーとは「クロムハーツ」ブランドの銀製装飾品および皮革製ウエアであります。

④ 既存店の売上状況（当中間会計期間、小売、前年同期比） （単位：％）

小売合計

シ ル バ ー ＆ レ ザ ー 1,975 2,008 32 1.7

雑 貨 等 852 1,009

8,976 10,143 1,167

18.5157

13.0

メ ン ズ 9,816 10,289 473 4.8

ウ ィ メ ン ズ

2,020

前中間会計期間（Ａ） 当中間会計期間（Ｂ） 増減額（Ｂ）－（Ａ） 増減率

1,831

7.7

客単価増減率

ビジネスユニット計

△ 2.1

△ 12.3

売上高増減率

△ 1.8

△ 1.9

2,237

△ 0.8 △ 7.9

1.49.9

Ｇ Ｌ Ｒ 業 態

Ｃ Ｈ 業 態 1,522 △ 32

5,0594,435 623

全 社 売 上 高

Ｕ Ａ 業 態

当中間会計期間（Ｂ）

当中間会計期間（Ｂ）

2,048

13,995 327

216

前中間会計期間（Ａ） 増減額（Ｂ）－（Ａ）

25,689

13,667

2,9071,995 912

23,45221,620

増減率

△ 2.1

10.7

14.1

45.7

8.5

2.4

8.4

△ 16.4

客数増減率

△ 6.6

S.B.U.およびUAラボ

11.8

17.0

5.1

そ  の  他

Ｃ Ｈ 業 態

Ｕ Ａ 業 態

Ｇ Ｌ Ｒ 業 態

S.B.U.およびUAラボ

1,490

増減率

8.7

前中間会計期間（Ａ）

23,641

増減額（Ｂ）－（Ａ）



参考：業態別の売上状況 前年同期比較　（金額単位：百万円）

参考：品目別の売上状況（ビジネスユニット計） 前年同期比較　（金額単位：百万円）
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